
福井市林道維持地域活動支援事業補助金交付要綱 
 
（趣旨） 
第１条 福井市林道維持地域活動支援事業補助金（以下「補助金」という。）の交付につい

ては、福井市補助金等交付規則（昭和４８年福井市規則第１１号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 
（目的） 
第２条 持続的な森林経営を実現するため、地域住民が集落にある林道において、共同で

側溝の土砂上げ、草刈り等の維持管理に取り組むことにより、車や通行人の交通安全の

確保及び林道災害の未然防止に努めることを目的とする。 
（定義） 
第３条 この要綱において、「林道」とは、森林・林業基本法第１２条により、森林の適正

な整備を推進するため、森林の施業を効率的に行うための施設とし、福井市林道管理規

則第２条で定められた市が管理する林道台帳に登録された林道とする。 
（事業主体) 
第４条 事業主体は、本市が管理している林道が存在する集落の自治会長とする。 
（対象事業） 
第５条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、本市が管理して

いる林道において行われる次の地域活動とする。 

ただし、以下の要件を満たしていること。 

（１） 地域活動が他の農林水産関係補助事業と重複しないこと。 

（２） 別表第１に掲げる活動であること。 
（３） 別表第１の（１）及び（２）においては、地域活動の作業延長が５０ﾒｰﾄﾙ以上で

あること。 
（別表第１） 

 地域活動 具体的内容 

（１） 側溝の土砂上げ 林道内にある排水構造物（側溝、横断溝等）の土砂上げ 

（２） 草刈り 

林道の路肩・のり面部の草刈り 

なお、補助対象の草刈り範囲は、路肩・のり面より２ﾒｰﾄ

ﾙの範囲とする。 

（３） 路面の整正 

路面の敷砂利 

路面の敷コンクリート 

路面の土砂除去（委託のみ） 

路面の土砂盛土（委託のみ） 

路面の不陸整生（委託のみ） 

（補助対象経費） 
第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業に

要する経費のうち、次に掲げるものとする。 
（別表第２） 
 補助対象経費 内容 
（１） 消耗品 補助対象となる消耗品は、使途が明確なものに限り補助対

象とし、領収書を整理・保管すること。 
（２） 原材料 補助対象となる原材料は、入庫伝票、出庫伝票及び受払簿



を作成し、受払日年月日及び数量を正確に記録し、整理・

保管すること。 
（３） 人件費 補助対象となる人件費は、共同作業の出役手当てとし、作

業前、作業中、作業後の写真（１００ﾒｰﾄﾙ当たり１箇所分）、

作業日報を作成し、整理・保管すること。 
（４） 委託費 補助対象となる委託費は、別表第１の（３）について福井

市建設工事競争入札参加資格者名簿に登録された業者に委

託する費用とし、写真（作業前・作業中、作業後）、出来形、

見積書、契約書、請求書、領収書を整理・保管すること。 
（５） 賃借料 補助対象となる賃借料は、側溝の土砂上げのために地元自

治会に発生する重機の賃借料（燃料代を含む）とし、作業

中の写真、借料の明細が確認できる書類、領収書、作業日

報を作成し、整理・保管すること。 
（補助金の額） 
第７条 補助金の額は、別表第３のとおりとし、予算の範囲内で補助する。 
  ただし、同一年度中に補助を受けられる回数は１自治会あたり１路線ごとに１回とし、

補助限度額は４００，０００円とする。別表第１の（３）のうち路面の土砂除去、路面

の土砂盛土、路面の不陸整正に限り追加で申請する事もできるものとするが、補助限度

額の合計は４００，０００円とする。なお、複数の林道が存する自治会においては、そ

の合計の補助上限額を８００，０００円とする。 
（別表第３） 

 地域活動 補助金の額 

（１） 側溝の土砂上げ 

実行経費もしくは、市の設計額のいずれか安価な額と

し、人力によるものは４０，０００円、重機によるも

のは６０，０００円を上限とする。 

（２） 草刈り 
実行経費もしくは、市の設計額のいずれか安価な額と

し、４０，０００円を上限とする。 

（３） 路面の整正 
実行経費もしくは、市の設計額のいずれか安価な額と

し、４００，０００円を上限とする。 

（交付申請） 
第８条 補助金の交付を申請しようとする者は、規則第３条第１項の規定により、補助事

業に着手する前までに、林道維持地域活動支援事業交付申請書（様式第１号）を市長に

提出しなければならない。また、毎年度の提出期限は２月２０日までとする。 
２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 
（１） 補助事業の実施計画書(様式第１号－１) 
（２） 収支予算書(様式第１号－２) 
（３） 施工予定位置図 
（４） 現地写真（側溝の土砂上げ、路面の土砂除去、路面の土砂盛土、路面の不陸整正

のみ  １００ﾒｰﾄﾙ当たり１箇所分（ただし施行延長が４００ｍを超える場合は

４箇所以上とする）） 
（５） 見積書 
（６）その他市長が必要と認める書類 
（補助金交付決定前の着手） 

第９条 交付金の交付を受けて事業を実施する場合の事業の着手は、原則として市長から



の交付決定通知を受けて行うものとするが、やむを得ない事情により交付決定前に着手

する必要がある場合は、あらかじめ、その理由を具体的に付して、林道維持地域活動支

援事業交付決定前着手届（様式第２号）により届け出ることとする。 
（交付決定） 
第 10 条 市長は、規則第４条の規定により、補助金の交付の決定をしたときは、林道維持

地域活動支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により、当該補助金の交付を申

請した者に通知するものとする。 
（補助事業の変更） 
第 11 条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業の

内容又は経費の変更（軽微な変更を除く。）を必要とする場合は、市長に林道維持地域活

動支援事業変更承認申請書（様式第４号）を提出し、承認を受けなければならない。 
２ 市長は、前項の規定による承認の申請があった場合において、補助対象事業の内容の

変更等を承認したとき、又は承認しないことを決定したときは、速やかに補助金変更交

付決定通知書（様式第４号－１）をそれぞれ当該承認の申請をした者に通知するものと

する。 
（交付決定の取消し） 
第 12 条 市長は、交付決定の後、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたと

きは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 
（２） 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 
（３） 事業を中止し、又は廃止したとき。 
（４） 前各号に掲げるもののほか、市長が特にその必要があると認めたとき。 
２ 市長は、前項の規定及び第１３条により補助金の交付決定を取り消ししたときは、規

則第１５条第３項の規定により、速やかに補助金交付決定取消通知書（様式第５号－１）

を補助事業者に通知するものとする。 
（中止又は廃止） 
第 13 条 交付決定の後、補助事業者は、市長が次の各号のいずれかに該当すると認めたと

きは、林道維持地域活動支援事業補助金中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を提出

し、承認を受けなければならない。 
（１） 事業を中止し、又は廃止したとき。 
（２） 補助事業が予定期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行が困難なとき。 
（３） 前各号に掲げるもののほか、市長が特にその必要があると認めたとき。 
（実績報告） 
第 14 条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、規則第１１条の規定により、速やか

に林道維持地域活動支援事業実績報告書（様式第６号）を市長に提出しなければならな

い。 
２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 
（１） 補助事業の実績書（様式第６号－１） 
（２） 収支決算書（様式第６号－２） 
（３） 施行位置図（参考様式） 
（４） 作業前、作業中、作業後の写真（１００ﾒｰﾄﾙ当たり１箇所分（ただし施行延長が

４００ｍを超える場合は４箇所以上とする））（参考様式） 
（５） 施行延長が分かる写真（参考様式） 
（６） 作業日報（参考様式）、路面の整正の場合は出来形 
（７） 消耗品の領収書、原材料受払簿、人件費の受領書、委託の場合は契約書、請求書、



領収書、賃借料の場合は借料の明細が確認できる書類、領収書 
（８） その他市長が必要と認める書類 
（補助金の額の確定） 
第 15 条 市長は、前条第１項の実績報告書の提出を受けたときは、規則第１２条の規定に

より、交付する補助金の額を確定し、林道維持地域活動支援事業補助金額確定通知書（様

式第７号）により、当該実績報告書を提出した者に通知するものとする。 
（交付請求） 
第 16 条 前条の通知を受けた者が補助金の交付を受けようとするときは、規則第１４条の

規定により、林道維持地域活動支援事業補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出

しなければならない。 
２ 補助事業者から概算払又は前金払による補助金交付請求書が提出された場合には、規

則第１４条第２項の規定により、市長が特に必要があると認められるときは、補助金等

を概算払又は前金払により交付することができる。 
（関係図書の保存） 
第 17 条 補助金の交付を受けた事業の実施に係る関係図書、収支に関する帳簿及び支払に

関する証拠書類については、対象事業が完了した日から５年間保管しなければならない。 
（委任） 
第 18 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
 
附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
 
（失効） 
２ この要綱は、令和７年３月３１日限りその効力を失う。ただし、同日までに交付の決

定がなされた補助金については、同日後もなおその効力を有する。  
 
附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、令和２年４月 1 日から施行する。 
 
附 則 
（施行期日） 

 この要綱は、令和３年４月 1 日から施行する。 
 
附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、同日前に交付決定がなされ

た補助金については、なお従前の例による。 
 
附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。ただし、同日前に交付決定がなされ

た補助金については、なお従前の例による。 


